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地球環境の維持可能な社会を目指
してー公害と闘って60年ー

（２０21年1月30日）
宮本憲一

はじめに
地球規模の公害

• 公害は環境破壊の結果として起こる社会的
災害である。これまでの大気汚染や水汚染
は特定地域における環境破壊であった。

• 新型コロナウイルスによる感染症と地球温暖
化による自然災害は地球規模の環境破壊に
よる公害といってよい。

・本日は生物多様性とコロナ感染症、政府の温
暖化対策の批判、地球未来戦略としてのSDGs
の検討について述べたい。

戦後史上最大のパンデミック

• 新型コロナ・ウイルスの感染者は1億人に達
し、死者は約２00万人を超え、第二次大戦以
後最大の世界的危機に陥っている。この被害
がいつ終わるかはまだわからない。経済衰退
が進行中で、コロナ以後の世界は大恐慌、あ
るいは長い不況になるかもしれない。この大
きな被害は新自由主義グローバリゼーション
によるのであって、世界資本主義の命運が問
われている。

コロナ後の政治経済社会

• 世界の政治経済の指導者が集まっているダボス会議
はコロナ以後の経済を分析した「グレート・リセット」で
世界経済の回復に3年はかかるとしている。観光業や
金融・不動産業などのサービス業に重点を置いた産
業構造の回復は容易ではないとしている。

• ダボス会議ですらコロナの被害は新自由主義グロー
バリズムの欠陥を明らかにしたので、体制の転換が
必要としている。日本の経団連の「新経済戦略」も危
機意識を持ってSDGsをうたっているが、それは新自由
主義からの離脱ではなく、資本主義の持続可能であり、
地球環境をどう持続させるかという基本問題を避けて
いる。しかし体制の転換を検討しなければ、地球環境
の危機は避けられない。
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地球環境政策の歴史

• ここで簡単に地球環境政策について述べたい。
• 1972年人類は南北問題や体制の違いをこえて地球の環
境と資源の維持のために初めて国連人間環境会議をス
トックホルムで開いた。

• これは日本を典型にした経済成長に伴う環境破壊を防止
し、そのために環境を破壊してきた西欧近代化に代わる
思想と政策を検討しようとするものであった。

• これに対し、インドやブラジルの途上国から、貧困こそ環
境問題で、先進国が経済開発を止めよというのは環境帝
国主義だと強い反対があり、国際協定は結べず、国連の
環境会議は20年間中絶した。

• 発展途上国は資本主義の西欧近代化路線の後追いをす
るだけで、新しい道を示さなかった。

持続可能な社会への道
・19８０年代先進国の公害対策の前進と途上国の環
境の危機、酸性雨に対する欧州の国際協定の前進、
チェルノブイリ事故など地球環境の危機の現実化から
南北の対立を超えて、人類的な課題として開発と環境
の両立の原則への模索。
・1984年ノルウェーの首相ブルントラントを委員長とす
る国連「環境と開発に関する世界委員会」が発足し、
開発か環境かの二元論を乗り越えるため３年間の討
議。
・1987年4月「われら共有の未来」を発表
• 「持続可能な発展とは、将来の世代が自らの欲求
を充足する能力を損なうことなく、今日の世代の欲
求を満たすことである。」

6

国連環境開発会議（１９９２年）とSDの採用

・国連はSDの提案を受け入れ冷戦終結後の世界政治の
中心として地球環境の危機と貧困の双方を解決し、新国
際政治秩序を作り上げる目的でリオデジャネイロで行われ
た。

・この会議で採用されたリオ宣言が今日の国際環境政策
の綱領となっている。

・この会議の成果は「気候変動枠組条約」と「生物多様性
条約」の制定であり、30年かけて温暖化問題は2015年の
パりー条約によって具体的目標が定められたが、生物多
様性条約は経済的交渉にとどまっている。地球環境政策
のスローガンの「持続可能な発展（SD)」は、その後途上国
の貧困問題の解決のためのMDが施行された後SDGｓ
が進行中である。

7

（参考）環境と開発に関するリオ宣言

・「リオ宣言」（２７原則）はその後の環境政策の原則となった。
第1原則―人は自然と調和しつつ健康で生産的な生活を営む権
利を有する（環境権）
第3原則ー開発の権利は現在および将来の世代の開発及び環境
上の必要性を衡平に満たす（世代間公平）

第１０原則ー環境問題は、それぞれのレベルで、関心のあるすべ
ての市民が参加することにより最も適切に扱われる。（後略、住民
参加の原則）
第15原則ー環境を保護するための予防的方策は各国により、そ
の能力に応じて広く適用しなければならない.深刻なあるいは不可
逆的な被害が存在する場合には、完全な科学的確実性の欠如が、
環境悪化を防止するための費用対効果の大きい対策を延期する
理由として使われてはならない。（予防原則）

8

1
2



２．生物多様性の危機と新型コロナ
生物多様性とは

• 生態系とは地域ごとに生息する生物たちとそれらが展開する生命
活動システムである。

• 生物多様性は遺伝子から種、生態系、さらには景観に至るまでさ
まざまな階層で生物が織りなす多様な階層性が重要な意味を持
ち、複雑性が機能の多様性と持続性を生み出す。

• 農業や工業も水や土壌や空気がなければ生産活動はできない。
人間の生活基盤はすべて生物多様性に帰結する。

• 近年の大都市化と農村の衰退や農薬やマイクロプラスチックなど
の化学物質の汚染によって、野生生物の絶滅が進行し、100万種
の動植物が危機に瀕して、大絶滅の時代に入っていると研究者は
警鐘を鳴らしている。

• 人間の過度の生態系破壊と経済のグローバル化は新興感染症と
いう新たな病原体ウイルスのリスクを生みだした。

グローバル社会と都市部集中型社会
から地方分散型社会への移行を

• 生物研究者からは生物多様性を劣化させる活
動（例えば沖縄の辺野古基地建設）をやめ、人
間社会と生物界が過剰に干渉しあわないような
ゾーニングが必要。

• エコロジー学者五箇公一氏の提案は第1歩は地
産地消。地方で生産されるものを地方で循環す
ることで地域固有の経済・社会・文化が生まれ
地球上の生物と人間の矯正が可能な持続性の
高い社会を実現すると述べている。

• 社会科学から見れば、コロナ問題は新自由主義
グローバリゼーションによる環境破壊である。

環境の危機の被害は公害と同じ
• 感染症と経済活動縮小による被害は生物的弱者と社会的弱者に
集中。したがって、自己責任や自由市場に救済を任せていては被
害は解決せず深刻化する。公共機関などによる社会的救済が必
要。

• 保健所は１９９４年保健所法の地域保健法への移行によって１９９
２年の８５２か所が２０２０年４６９か所に、政令指定都市では各区
から全市１か所に統合。このため患者の救済の業務が間に合わ
ず、PCR検査は韓国やドイツに比べて普及が困難で、予防は停滞。

• 人口１０００人当たり医師は２．４３人とOECD２９か国中２６位と少な
い。第２種感染対応病院４７５の６４%は公立病院、赤十字などを
入れて８０%。これを整理統合していたので、他国より患者が少な
いのに医療崩壊の危機を招いている。

• 公害と同様に不可逆的損失が生まれるので、予防が第1である。
市場経済では救済はできない。

予防が第一

• コロナ問題は健康・生命などの人権よりも企
業の競争的発展を進める新自由主義グロバ
リゼーションの弊害を明らかにした。

• 今後繰り返し襲ってくる感染症を予防するに
は、公衆衛生、医療などの生命健康を守る基
本的な部門の強化が必要である。

• 国際協調、国土の分散、自治体行財政機能
の強化と災害対策の分権などの改革が必要
である。
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３．温暖化防止をめぐる二つの道
パリ―協定

• 気候変動枠組み条約に基づく2016年のパリ―協定は他の国際条約と違
い、定量的に目標を明示する明解な協定である。ただし、WEOはないの
で、規制を守らない場合の司法的制裁はないし、脱退は自由である。

• このために数量的な規制措置が必要で、その科学的な判断をしているの
が、IPCC（気候枠組みに関する政府間パネル）である。このパネルは1998
年発足だが、1990年に第1次報告を出し、2015年の第５次報告で、温暖
化ガスが100%人為的原因であるとし、工業化以前に比べ、2%の上昇、
できれば1.5%にとどめるために、2050年までに実質０にする勧告を出し
た。ＥＵはこれに同意したが、これまで日本は６0%削減にとどめ、ＣＯ2の
主要発生源の石炭火力50基の建設を容認し、炭素税の導入も経済界は
反対であった。

• 菅内閣は就任早々温暖化ガスの排出をゼロにすると宣言した。経団連も
「新経済戦略」で承認し、環境ＮＧＯからも英断と評価されたが、それを実
現するための政策や主体では対立している。

グリーン成長戦略

• 政府は12月25日「グリーン成長戦略」を発表
し温暖化対策を成長の機会に転換。脱炭素
化の技術革新によって30年で年30兆円、50
年で190兆円の経済効果を見込み、コロナ以
後の経済危機の解決を図る。気候危機解決
の環境政策というよりは経団連の「新経済成
長戦略」と同調し、資本主義持続のための経
済政策。

環境の維持でなく経済拡大

• この戦略は自動車を減らすのでなく、電気自動
車への転換など電化を進め電力需要を３０～５
０％増大するなど節約でなく拡大策。

• エネルギー計画では洋上風力を一気に伸ばし、
再生エネルギーの割合を50~60%に高め、水素・
アンモニア発電10%、小型原子炉の建設、CO2
回収前提の火力発電所３０～４０％としている。

• これらを含め14の分野の成長計画。電動車
100%、新築住宅のCO2排出量0、農林水産業排
出0など、このために2兆円の補助金、減税、排
出権取引制度の導入などを計画。

この戦略は可能か

• これまで遅れていた大規模風力発電、水素発電、CO2回収、ガソリ
ン車から電気自動車への転換を一挙に行える技術陣と資金は可
能か。自動車は膨大な中小企業部品メーカに支えられており主力
のガソリン車からの転換で、雇用者91万人の80%の中小企業の69
万人の雇用が半減。トヨタの豊田社長は政府の戦略に疑問を呈し、
エネルギー政策の転換がなければ電動車への全面転換は困難。

• 石炭火力に70%依存する現状の転換、再生エネルギーの比重を3
倍にするのだが、送電網の整備はできていない。廃炉整理の見込
みのつかない状況で原子炉の設置は無謀でないか。

• 2050年に実質0にするためには30年に温暖化ガスを60%以上削減
が必要、これまで、これまでの26%の削減計画を後9年で2倍以上
にするにはこの成長戦略では不可能ではないか。

• 選挙のための大風呂敷に終わらないか。
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次の表は国連SDGsの各目標の市場
規模試算とエンゲージメント数

• 市場規模試算は杉光一成「国連の開発目標
と知財」(『日経』2018年5月4日）

• デトロイトトーマツコンサルティング「SDEsビジ
ネスの可能性とルール形成」

• エンゲージメントは「責任投資原則（PRI)」が機
関投資家を対象にしたSDGsの目標ごとの契
約数(『日経ESG』2018年10月号より）

国連SDGsの各目標の市場規模
１．貧困 183兆円 6

2。飢餓 175兆円 81

3．健康・福祉 123兆円 114

4．教育 71兆円 7

5．ジェンダー平等 237兆円 78

6．安全な水・トイレ 76兆円 126

７．エネルギー 803兆円 38

8．雇用・経済成長 119兆円 82

9．産業技術 426兆円 2

10．国・人の不平等是正 210兆円 91

11．街づくり 338兆円 8

12．作る責任・使う責任 218兆円 73

13.気候変動 334兆円 91

14．海の豊かさを守ろう 119兆円 7

15．陸の豊かさを守ろう 130兆円 28

16．平和・公正 87兆円 109

17．パートナーシップ ー 9

市場原理を超えうるか

• 企業が地球危機に目覚めて、ESGやSDGsに投資
するのは望まし。SDGsは総花的に項目があり、
どれを選んでもよいので、当然収益のある事業
が選ばれる。

• 今後事業の内容を調査する必要があるが、『日
経ESG』でUNEPの総裁補ウリカ・モデルはSDGs
の中で進まないのは気候変動、生物多様性、格
差是正であるといっている。

• SDGシェの企業都市について、UNEPなどがその
公共性を審査し、地球環境問題を優先する余に
公共的介入が必要であろう。

SS(維持可能な社会)は足元から
• SDGsは地球環境優先・核戦争防止・貧困の防止、さら
に経済の定常状態への移行などシステム改革が抜け
ている。またパンデミックによって、2030年までに実現
できぬことは明らかである。

• このように問題があるが、阿片として捨てさらず、政府
の環境政策を制御するのに利用してよいのでないか。

• 私はSDでなく、SS(Sustainable Society、維持可能な社
会）を提唱してきたが、その実現はヨーロッパのように
自治体を維持可能な社会へのシステム改革から始ま
ると考えている。

• SDGsも温暖化防止に重点を置いて、足元の地域のシ
ステム改革から始め、それぞれの組織の課題に即し
てSDGsに沿った綱領を作り、進めればよいのでないか。
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市民による温暖化対策

• 市民組織によるエネルギー計画は、政府や経団
連と違い、エネルギーの使用を可能な限り減らし、
石炭火力を2030年までに全廃、原発ゼロで2050
年に再生エネルギー100%を目指している。

• 九電力による集権型経営でなく、地方分散型の
経営。生物多様性で述べたようなエネルギーと
食料を中心に地域内経済循環を自治体や協同
組合などの市民組織を主体に進める。

• 日本の現状では2030年までに電力経営が分散
型に大きく変われないが、カーボンゼロへどのよ
うな改革をするかという対抗関係は続く。

３.SDGｓは地球危機を救えるか
• 新型コロナ感染症を含み地球環境危機の時代に、この危機を打開しこの
社会を持続する綱領としてSustainable Development Goals(持続可能な
開発のための２０３０年アジェンダ、略SDGs)が２０１５年９月国連持続可
能なサミットによって提起され１９３か国が承認。

• １７の目標と１６９の細目、２０３０年実現の計画。日本政府は２０１６年１２
月に受け入れ、８つの優先分野と１４０の施策を発表。

• 事務局はUNEP(国連環境計画）で、WTO(世界貿易機構）のような司法的
な権限はないから、アメリカがパリ―条約から離脱し、SDGsを覆すような
決定をしても制裁できない。パリ―条約のように各国が数量的な目標を
出す定量的な決定でなく、SDGｓは定性的で総花的な目標であって、２０３
０年に必ず実現しなければならぬ責任は承認国にはない。

• SDGsの”leaving no one left”(誰一人も置き去りにしない）という魅力的な
スローガンを受けて小中学校では道徳の綱領になったたり、経団連、企
業、自治体、協同組合、NGOなども経営の目標に採用している。地球環
境の危機が迫り、世界と日本の未来が不分明である時期にSDGsを目標
に入れて行動することは望ましいが、目標がこれでよいのか、主体が適
当なのか、あと１０年で達成できるのかなど多くの課題がある。

救世主かアヘンか

• 斉藤幸平『人新世の「資本論」』の中で、地球環境の危機は資本主
義の体制転換を迫っているので、経済成長の持続を枠組みにした
SDGsは大衆のアヘンだと断じている。

• SDGsは国連の内部の対立を妥協して作られているので、ターゲッ
ト自体に問題がある。

• 最も重要なのは第1項目の貧困の克服である。しかし途上国だけ
でなく、先進国で空前の貧富の格差が広がり、格差是正の財政政
策特に税制による対策は最低になっている。これはグローバルな
金融情報資本主義の下で新自由主義の政策が進められているた
めである。この転換がなければならぬが、貧困の克服はできない。
しかしここには体制の改革は書いていない。

• 第6健康の項目でも今回のようなパンデミックは予測されていず、
発展途上国の感染症対策が中心である。

• 第1６の平和の項目では核兵器の廃止、軍縮など世界平和につい
ては全く触れていない。これは軍事大国や軍需産業の圧力のため
であろう。

主体は大企業か
• SDGsの最大の問題点は年5～7兆ドルの投資必要額の多くを企業
の事業に期待していることである。

• リーマンショック以降企業は新投資先を上下水道、医療、福祉、高
等教育など公共性のある事業に向けている。また市民や労働者
から環境、社会貢献や順法統治の要求があり、株主の利益優先
の従来の経営理念の修正がせまられている。２００６年以降欧米
の投資グループはESG(Environment Society Governance)を経営の
新綱領として採用せざるを得なくなっている。ヨーロッパではESGは
総投資の半分を占め、日本でも近年、年金などの公的資金を中心
に拡大している。この傾向がSDGsにも表れている。

• UNEPはこのESGをSDGsへの投資と同視している。２０１８年民間投
資が次表のように17の目標に941のエンゲージをしている。

• そのうち114事業第2項目の「健康・福祉」126事業が第6目標の「安
全な水・トイレ」で最も多い。

1
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４．公害反対運動の教訓

• これまでみてきたように地球環境問題の解決のカギは足もとの地
域の政治・経済・社会を変える市民の運動から始まる。

• 1960年代の日本は高度成長過程で世界で最も深刻な公害が発生
した。当時国際国内に環境法制はなく、環境規制官庁もなく、大
学・研究機関には環境・公害の学部や講座もなかった。19６3年の
公害研究委員会（代表都留重人）が戦後最初の研究組織。1964
年の庄司光と宮本憲一『恐るべき公害（岩波新書）が最初の学際
的啓蒙書（40数万部）。

• この絶望的な状況を破ったのは、静岡県三島・沼津の公害反対運
動の成功であった。

• これ以後市民運動が全国に展開。大都市圏を中心に革新自治体
を作り、四大公害裁判に勝訴することによって、環境政策を前進さ
せ、被害者を救済し、青空を取り戻した。

• 地球環境問題の解決にはこの公害の歴史的教訓が参考になる。
大阪についてふりかえってみよう。

堺泉北コンビナート公害の発生
• 阪神地区は全国有数の公害地域であり、戦前から公
害の研究も行われていたが、住民は「煙で食べてい
る」という経済主義で、反対運動は遅れた。

• 関西財界と大阪府は東京圏に比べて重化学工業が
遅れているとして、関西最大の海水浴場と保養地域
のある風光明媚な堺・泉北地域を埋め立て、新日鉄・
三井化学など鉄鋼・石油化学・石油発電所など600の
事業所を誘致した。

• 1960年代後半、この地域に大気汚染による呼吸器疾
患の患者が表れた。大阪府は四日市のような公害は
ないと広言して、泉北１区の拡張とゼネラル石油など
２８社の工場誘致を決めた。

堺・高石地区に深刻な公害の発生

• １９６８年１１月日本科学者会議丸山博阪大教授と私
が発起人となり、堺から公害をなくす市民の会誕生。
１９７０年３~５月新日鉄周辺三宝地区自治会の協力
で１３３９人の住民を対象に、大気汚染による疾病調
査，その7.1%に慢性気管支炎の症状発見。４０歳以
上では１６.2%の慢性気管支炎者など四日市並みの
被害を発見公表。大阪府は慌てて追跡調査９%の有
症率を確認。最新のコンビナートの公害発生を公式確
認。公害の恐怖が改めて府下に廣がる。

• 大坂石油フレアスタック事故など事故も相次ぎ、６９年
２月高石から公害をなくす会設立。１１月西淀川公害
をなくす会結成。府下全域で広範な反対運動が始
まった。

オール堺・泉北反対運動

• 無謀にも大阪府はコンビナート拡張を府議会に諮る。これに対して
市民の会は堺市で拡張反対の２０万署名活動を広げる。７０年４
月堺商工会議所吉田久博会頭はこれに賛同し、「公害を出し地元
に利益のないコンビナート反対、埋め立て地は公園など緑化地帯
にすべきだ」と談話発表。２０万署名運動に労組、市民団体、町内
会などが参加、堺・高石両市で公害問題の３００回の学習会。

• 1970年８月堺市議会は府の拡張計画に再検討を求める声明。
• 高石市議会は拡張反対を決議、９月２５日市議会全員が府議会議
場前に座り込み。

• ここまで三島・沼津に劣らぬコンビナート公害反対闘争が激化した
が、静岡県と違い、大阪府は万博事業やコンビナート開発を強行、
これでは大阪府を改革しなければならぬと「大阪から公害をなくす
会など府政革新を求める運動が結集された。

1
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黒田革新府政の誕生
• １９７０年12月の公害国会による環境政策の前進を受
けて、大阪でも東京のように公害反対の革新府政を
敷かねばならぬという世論が大きくなった。候補の選
出は苦労し、政治的には無名だが基本的人権擁後の
立場から公害反対の憲法学者黒田了一が社共統一
候補で出馬した。

• 他方左藤知事は「万博知事」としてその成功をバック
にコンビナートの拡張などの経済優先を掲げた。政財
界や保守系マスコミは左藤圧勝を予測した。

• 選挙の結果は黒田知事の誕生となった。左藤候補の
票田といわれた堺・高石市で４万票の大差。他の公害
地区でも黒田が制した。万博は票にならず、公害防止
が票になったのである。

公害対策の前進
• 黒田府政は１９７３年「大阪府環境管理計画BIG 

PLAN」を発表。当時の大阪府の観測点のSOxの
排出量は環境基準達成には85.6%の削減など、
すべての点で公害対策の抜本的な対策が必要
であった。

• このためこのプランは日本初の大胆な総量規制
を決め各企業に削減目標を割り当てた。財界か
らは強い反対があったが、公害反対の世論が強
く、科学的な規制策のために、この国際的に評
価される大胆なプランは進んだ。

・１９７５年石油ショックを契機とする世界不況によって戦後
高度成長は終わった。

・１９７７年石原環境庁長官は経済成長のための「調和論」
を復活する発言、以後公害・環境政策はマスキー法成立
以外後退を始める。

・NO２環境基準の緩和（1977年）
・水俣病の認定基準の変更=患者切り捨て（１９７７年）
・不況と財政危機の中で、革新自治体は退潮を始めた。直
接には同和問題などで社共が対立したことが直接の原因
であるが、新自由主義の経済財政政策への転換に、自治
体が対応できなくなったためである。

・公健法の改定の動きが始まり、公害をなくす会の抵抗が
続いたが、1987年３月大気汚染地域の解除、患者新規認
定の打ち切りが断行された。

環境政策の後退と「調和論」の復活

31

第２次公害裁判闘争とその成果
• 公健法改悪に抵抗し、すでに７８年４月に提訴し
ていた西淀川公害裁判に続いて８０年代に川崎、
倉敷、尼崎、名古屋南部などの第２次公害裁判
闘争が始まった。

• この裁判は産業公害だけでなく道路公害を含み、
賠償だけでなく、差し止め、さらに環境再生を求
めるものであった。

• 西淀川の画期的な勝利和解に始まり、他の公害
裁判も勝利和解に終わった。８０年代以降の事
件については、ここでは省略したい。

1
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大阪の課題
• このように大阪の市民は公害で汚濁した都市を市民
運動の力で自治体を民主化し、公害裁判に勝訴して、
青空を取り戻し、水都再生をした。

• しかし府政は保守化し、原発・アスベスト公害との戦い
は続いており、大阪湾岸開発は環境破壊を生みつつ
ある。さらに地球危機と災害の防止という差し迫った
環境問題に直面している。

• この困難を克服するには維新の会に占拠された自治
体を住民の手に取り戻さねばならない。

• 大阪市を廃止する住民投票にかろうじてではあるが
勝利したことは、大阪の政治を変える転換点に立った
といってよい。

• 維新政治は新型コロナとの府民の死活の闘争に全力
を投入せず、すでに否決された広域行政の府への一
元化の制度作りに力をいれている。この制度いじりを
停止し、コロナ対策に集中すべきである。

大阪を環境の維持可能な地域に

• 今年は選挙の年である。
• 維新の会は自民党の友党として、改憲を掲げ万博と

IR誘致のための湾岸開発を公約の中心に置くであろ
う。これらの事業は温暖化ガスの増大や災害の危険
を引き起こす可能性がある。奇しくも70年万博は革新
自治体の誕生の引き金となったように万博事業は政
治転換の決め手になるかもしれない。

• 今後の選挙で核ミサイル戦争防止、温暖化ガス0、生
物多様性の維持と防災対策を足元の地域から実現す
るための府民共同行動を進め、自治体を革新して維
持可能な水都・文化の大阪を作ろうではないか。

1
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第49回公害環境デー

公害被害者救済の歴史から
いま何を学ぶべきか

2021年1月30日、
大阪民主医療機関連合会

よけもと まさふみ

除本 理史

（大阪市立大学）
1

本日お話しすること
1. 戦後日本の公害問題、公害研究からいま何
を学ぶべきか～3つの視点
2. 公害から福島を考える

2

1. 戦後日本の公害問題、公害
研究からいま何を学ぶべきか
～3つの視点

3

戦後日本の公害問題、公害研究
に学ぶ視点

（拙著『公害から福島を考える』序章）

• １）人身被害の未然防止、予防原則
• ２）被害の包括的・総体的把握と原状回
復の重要性

• ３）維持可能な内発的発展
外来型開発（ 経済発展と住民の「生活の質」
の乖離、逆相関）からの転換

環境の持続可能性（サステイナビリティ）

4

2
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人身被害の未然防止から予防原則へ

• 生命・健康の損失＝絶対的損失（金銭
によって回復不能）

• 絶対的損失は未然に防止すべき
• 汚染と被害のあいだの因果関係などが
必ずしも明確でない段階から、被害回避
のための対策を講じていく必要がある＝
「予防（事前警戒）原則」

5

水銀汚染による生活環境の破壊が進行すれば、その
局限に水俣病患者が発生する。したがって水俣病問
題の対策は、水俣病患者を発見するまで待っている
のではなく、この図の底辺の問題が始まったときから、
汚染の進行を食い止めねばならない。（宮本1977『公
害都市の再生・水俣』筑摩書房、p263） 6

• 出所：欧州環境庁
Late lessons from 
early warnings II
“Minamata disease: a 
challenge for 
democracy and 
justice”
Takashi Yorifuji, 
Toshihide Tsuda and 
Masazumi Harada
http://www.eea.europa.eu/pub
lications/late-lessons-2/part-a-
lessons-from-health-hazards

7

異変は1956年の「公式発見」以前から
はじまっていた

（拙著『公害から福島を考える』100頁）
• 1949年には沿岸の漁業集落（茂道地
区）で魚の動きが鈍くなるなどの異常が
確認

• 1951～53年頃には他の地区（湯堂や対
岸の恋路島など）でも魚を食べたカラス
が突然落下したり、ネコが狂死するなど
の事態が起きた

8

2
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戦後日本の公害問題、公害研究
に学ぶ視点

（拙著『公害から福島を考える』序章）

• １）人身被害の未然防止、予防原則
• ２）被害の包括的・総体的把握と原状回
復の重要性

• ３）維持可能な内発的発展

9

健康被害にはじまる被害の派生、拡大
（飯島伸子『環境問題と被害者運動（改訂版）』学文社、1993年、83頁）

教科書p.90

10

患者の主体性による地域計画がたてられなければな
らない。家庭づくり〔中略〕、患者の職業訓練、安全・快
適な住居建設、医療施設、文化・スポーツ・娯楽施設、
コミュニティづくりなどが計画し実現されねばならない
だろう。（宮本1977『公害都市の再生・水俣』筑摩書房、
p272） 11

被害総体
の回復、
再生が必
要

環境被害の「ピラミッド」（宮本憲一） 教科書p.100

12

ア
メ
ニ
テ
ィ
・
環
境
の
質
の

悪
化
（
ア
メ
ニ
テ
ィ
問
題
）

公
害
問
題

自然環境の破壊

地域社会，文化の破壊と停滞

（景観，歴史的街並みなどの喪失）

生活環境の侵害

ill-health 

健康障害

公害病

認定患者

自

然

災

害

死亡

人類の生存条件そのものの破壊
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公害の場合

• 破壊された健康、暮らし、地域などを全体とし
て回復することが重要

• 公害患者に対し、病気で働けなくなったことに
よる減収を補償しても、健康が取り戻せるわ
けではない。⇒ 被害の補償だけでなく、汚染
の削減により被害を緩和し、良好な環境のも
とで療養できるようにする措置なども、あわせ
て必要になる。

13

森脇君雄氏（元西淀川患者会長）
拙著『公害から福島を考える』序章p115

「〔四日市での被害者側勝利の判決は西淀川
公害訴訟の提起を後押ししてくれたが、〕四日
市の場合、裁判に勝って原告が損害賠償を得
ても、加害企業による悪煙はとまらず、空気は
きれいになりませんでした。裁判で勝利判決し
た日も、工場から煙は“知らぬ存ぜぬ”とばかり、
もくもくと空に向けて上がっていました。『何か割
り切れなさ』を感じたことも事実です」。「〔西淀
川公害〕裁判の進行とともに脳裏をはなれな
かったのが、きれいな空気を取り戻すことと疲
弊したまちの再生であり、前述した四日市裁判
の教訓をどう生かすかにありました」

14

戦後日本の公害問題、公害研究
に学ぶ視点

（拙著『公害から福島を考える』序章）

• １）人身被害の未然防止、予防原則
• ２）被害の包括的・総体的把握と原状回
復の重要性

• ３）維持可能な内発的発展

15

外来型開発への反省
• 水俣でも福島でも、経済開発の結果として住民
の福祉が損なわれる事態が生じ、深刻な反省を
迫られている。

• 水俣病を引き起こしたチッソの工場も、福島の
原発も、地域外から誘致されたもので、「外来型
開発」という特徴をもつ。戦後、大都市周辺部で
コンビナートが次々と建設されたのも、外来型開
発の典型例だ。これにより、四日市をはじめとす
る大気汚染、水質汚濁などの深刻な公害が生じ
た。開発の結果、おカネで測られる所得は増え
たかもしれないが、その一方で、地域の環境や
人びとの「生活の質」が損なわれたのである。

16
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内発的発展

• 外来型開発への反省から生まれて
きた理念

• 地域の住民や団体、企業が主体と
なって計画をたて、地域の文化にね
ざし環境保全を図りつつ、住民の福
祉を向上させていこうとする考え方、
取り組み

17

福島復興への視点
（拙著『公害から福島を考える』p.14）
• 〔「創造的復興」論のように〕歴史を断ち切
り、あるいはチャラにするのではなく、地
域自身の歴史的な動態と営為の中から
将来を描き出そう（田代洋一・岡田知弘編著『復興の
息吹き：人間の復興・農林漁業の再生』（シリーズ 地域の再
生8）農山漁村文化協会、2012年、2-3頁）

⇒ 住民自身が「地域の価値」をとらえな
おし、それを再生させていこうとする取り組
みが必要

18

2. 公害から福島を考える

19

除本『公害から福島を考える』岩波書店、
2016年

公害から福島を考える（１）

• １）人身被害の未然防止、予防原則

20
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広島・長崎被爆者の追跡調査
田崎2012:60

21

（倍）

100mSv未満の被ばくによる
影響ははっきりしない（わからない）

福島原発事故の被ばくですでに住民
に健康被害が出ているとする見解

22

がん死亡リスク、低線量被ばくでも増
加 欧米の原発作業員分析2015/10/22付

• 欧米の原子力施設で働く30万人以上を対
象にした疫学調査で、100ミリシーベルト以下
の低線量被曝（ひばく）でも線量に応じてがん
による死亡リスクが増えたとする分析結果を、
国際チームが22日までに英医学誌ＢＭＪに発
表した。

• 国連科学委員会などは被曝線量が100ミリ
シーベルト以下では明確な発がんリスク上昇
を確認できないとの見解を示している。

23

がん死亡リスク、低線量被ばくでも増
加 欧米の原発作業員分析2015/10/22付

• 承前）
• チームは100ミリシーベルト以下でも白
血病のリスクが上昇するという調査結果
を既に発表。英国、米国、フランスの原
発などで1944～2005年の間に１年以上
働いた約30万8300人のうち、白血病以
外のがんで死亡した１万9064人につい
て分析した。

24
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がん死亡リスク、低線量被ばくでも増
加 欧米の原発作業員分析2015/10/22付
• 承前）
• 分析の結果、被曝がなくてもがんで死亡す
る可能性を１とした場合、１ミリシーベルトの
被曝ごとに１万分の５程度死亡リスクが上昇
すると推計され、上昇率は高線量のデータと
同程度だったという。１万9064人のうちでは、
209人が被曝により増えたがん死と推定され
るとしている。〔共同〕

• https://www.nikkei.com/article/DGXLASDG21H9M_S
5A021C1CR0000/

25

福島の
事故で
は・・・
～広範な
環境汚染

26

政府による避難指
示等の経緯p24～
・2011.3.11-12
避難指示の拡大
（同心円状）

・2011.3.15
屋内退避

・2011.4.22
年20mSvを目安に避
難指示区域を設定

27

• 年間1ミリシーベルト・・・通常時の基準
• 年間5.2ミリシーベルト・・・放射線管理
区域

• 年間20ミリシーベルト・・・政府の避難指
示の目安

28
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予防的行動としての「自主避難」
避難元／先

類型

避難区域 避難区域外

の福島県

東北・関東 中部・近畿～

九州・沖縄

①「強制避難」

②「自主避難」

 （福島県内）

③「自主避難」

 （県外、主に首都圏）

29拙著『公害から福島を考える』p27

10.7万人
（2015.9)

3.6万人

人数不明：数万～10万？

7.1万人

避難者とは誰か

• とくに「自主避難」について、政府の定
義がない。政府は、避難者数を把握し
公表しようとしていない

（日野行介『原発棄民』毎日新聞出版、2016年）

避難者の全貌が明らかにされないま
ま、支援が打ち切られようとしている

避難先での住宅支援の打ち切り(2017.3)
30

予防的行動の正当性
（『放射能汚染はなぜくりかえされるのか』終章）

• ① LNT仮説と「予防原則」（図は田崎2012）

• ② リスク認知研究
31

• 原発事故子ども・被災者支援法：
第二条

２ 被災者生活支援等施策は、被災者

一人一人が第八条第一項の支援対象
地域における居住、他の地域への移動
及び移動前の地域への帰還についての
選択を自らの意思によって行うことがで
きるよう、被災者がそのいずれを選択し
た場合であっても適切に支援するもので
なければならない。

32
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公害から福島を考える（２）

• ２）被害の包括的・総体的把握
と原状回復の重要性

33

福島の事故では・・・

• 健康被害：予防原則にもとづく補償・救済
例）避難費用の賠償、慰謝料、避難先での住
宅支援など

• （避難による）地域社会レベルの被害：
「避難先で生活ができればよい」のか？

例）地域づくりの努力の積み重ねなどの喪失

コミュニティの破壊、などの賠償

住民主体の地域再生を支える基金制度、等

⇒地域社会の被害の総体を回復する必要性
34

「ふるさとの喪失」被害
• 2011年8月、全村避難が続く福島県飯舘村で80
歳（当時）の男性からうかがった言葉

• 一生懸命、村をよくしよう、楽しい村にしよう、
とみんなで本当にがんばってきた。「日本一美し
い村」を合言葉に、ようやくそれに近い線にきた。
飯舘牛も牛乳も、世間に広がってきたところだっ
た。環境づくりも、みんなでこうしよう、ああしよう
とがんばってきたんだよ。それなのにこうなるな
んて、あきらめきれない。

• 飯舘牛はブランド品になった。飯舘の牛乳も
濃度がうんと強い。こういうのは、ちょっとやそっ
とで、できるものではない。長い努力の成果でそ
うなってくる。〔それが今度の事故でひっくりかえ
されたのは〕くやしい。

35

「ふるさとの喪失」被害

• 「ふるさとの喪失」に対する危機感
• 単なる主観的な被害ではない。地域
に根ざした人びとの諸活動が実際
に途絶している。飯舘村の地域づく
りは、震災前から注目されていたが、
その取り組みが道なかばで断たれ
たのである。

36
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「ふるさとの喪失」被害
• 福島原発事故において特徴的な被害類型
• 地域レベルでみた場合、住民の大規模な避
難により地域社会が回復困難な被害を受け、
コミュニティなどの社会関係、およびそれを通
じて人びとが行ってきた活動の蓄積と成果が
失われること

• 個別の避難者からみた場合、避難元の地域
にあった生産・生活の諸条件を失ったことが
被害の内容となる（もちろん各自の実情に応
じてその具体的な態様はさまざまである）。

37

飯舘村を事例として
（『公害から福島を考える』2章、『きみのまちに未来はあるか？』1章）

38

飯舘村の地域づくり

・1980年代から住民参加の発展、牛肉の産
直を通じた村の「ブランド化」の取り組み
・1994年に策定された第4次総合振興計画では
「地区別計画」が作成され、地区・集落を単
位とする地域づくりが本格化していった。
・とくに2004年に、村が合併しないことを決め「自
立」の道を選択したころから、農家レストラン
を営む女性が地元のコメと水でどぶろくをつくり、
それが村の名物となったり、オリジナル品種の
ジャガイモ等の栽培、加工品開発がすすむといっ
た動きがあらわれていた

39
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飯舘村の地域づくりの展開を象徴
的に示す事例： 喫茶「椏久里」

•1992年に市澤秀耕・美由
紀夫妻が開業。

•「椏久里」開業当初のコ
ンセプト＝「直売所併設
の喫茶店」（「農業の一環
としてやる店」）

＝家業（農業）を時代の潮流
にあわせてどう継承するか

45

原発事故で失われたものは何か
「（再開した）福島店は多くのお客さまに
ご来店いただき、賑わっている。だが、
阿武隈山地という立地条件を活かし
ながらお客さまに満足していただける店
を、という創業の動機を失ってしまった」
「よいコーヒーとよい空間でお客さんに
満足していただく店という、もう一つの動
機を一層大事にして仕事を進めている
が、片肺飛行のような心理情況になる
こともある」

46

T町W糀店（味噌製造販売業）の
事例
•周辺の自然環境や、地域の社会関係との
一体性＝営業損害の賠償では回復不能

•Wさん「農的生活」（味噌製造販売業をこう
表現）～竹林を整備してタケノコをとるなど、
周囲の自然環境の利用と家業を結合

季節ごとの自然の恵みを商品にそえ、経
費をかけずに顧客満足を高める／ 周囲の
環境を整備することで訪れる客を楽しませ
る景観的価値／ 代々続いた人間関係の
なかでの信用が商売にも役立つ

47

初の高裁判決： ふるさと喪失／剥奪
を認定し、慰謝料の支払いを命じた
•仙台高裁（2020.3.12）、東京高裁（2020.3.17）

•「ふるさと喪失／剥奪」：生産・生活の諸
条件一切の剥奪であり、単なる精神的
苦痛ではない

•国、東電が認めてこなかった賠償を司
法が命じた（被害実態に即した賠償へ）

（ただし2判決で温度差あり）

48
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•地域固有のストックによる利益（「景観価値」
のごとく、個々人が享受していた利益を含
む）の喪失 ⇒個別経営体の営業再開、利
益回復でつぐなわれるものではない
（営業損害や財物の賠償でカバーされない［ 地域固有の
ストックの多くはこうした性質のもの］包括的生活利益の毀
損が重大 ＝絶対的損失）

•これまで培われてきた「地域の価値」を正当
に評価した賠償（絶対的損失への償い＝ふるさと喪
失/剥奪慰謝料）が必要

•失われたものの「価値」を明らかにすること
こそが暮らしの復興につながる 49

小括）

2017春避難指示解除
（帰還困難区域等以外）

50

旧緊急時避難準備区域＝復興の最前線

川内村の村内生活者、避難者数
2014年7月１日時点 （除本・渡辺編著2015：83）

52
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避難者はなぜ戻れないのか
（第一原発30km圏の事例研究から）

• 放射能汚染の継続
• 生活条件の未回復
（とくに医療、介護、
教育など） これ

らのインフラが集積
していた浜通り沿岸
部が長期避難に

53

病院の場合～
図出所：国会事故調（2012）

まとめ：地域の経験をつなぐ

震災１０年の現在、被害の過小評価と
「風化」をくいとめるためにも、今回の事故を
「福島の問題」に封じ込めず、多くの市
民が「私たちの問題」とあらためて捉え
なおす必要がある。国内各地の放射能汚染、
原子力事故、公害被害地域など、他地域の
経験にも学んで、将来に向けた普遍的
教訓を導き出していくことが強く求められ
る

54

（藤川・除本編著『放射能汚染はなぜくりかえさ
れるのか』東信堂、2018年）
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脱炭素社会に向けて
～2050年CO2排出実質ゼロの実現～

第49回公害環境デー
２021年１月30日（土）

NPO法人地球環境市民会議（CASA）
宮崎 学

気温の変化

世界の年平均気温
0.74℃/100年の程度で上昇

日本の年平均気温
1.26℃/100年の程度
で上昇

■世界の平均気温は産業革命前から1.1℃上昇
2020年の世界の平均気温 2016年に並ぶ史上最高タイ 1.25℃上昇

二酸化炭素濃度の経年変化

■増加要因
人間活動に伴う化石燃料の
消費
セメント生産

森林破壊などの土地利用の
変化

CO2濃度が
４００ｐｐｍを超
える

気象庁

地球温暖化問題
現在の地球は過去1400年で最も暖かくなっています。この地球規模
で気温や海水温が上昇し氷河や氷床が縮小する現象、すなわち地球温
暖化は、平均的な気温の上昇のみならず、異常高温（熱波）や大雨・
干ばつの増加などのさまざまな気候の変化をともなっています。

・ その影響は、自然生態系や人間社会にすでに現れています。将
来、地球の気温はさらに上昇すると予想され、水、生態系、食糧、沿
岸域、健康などでより深刻な影響が生じると考えられています。

・ これらの地球温暖化に伴う気候の変化がもたらす様々な自然・社
会・経済的影響に対して、世界各国との協力体制を構築し、解決策を
見いだしていかなければなりません。これが、地球温暖化問題です。

（気象庁）
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地球温暖化の影響

•降水量、氷雪などの水文システムの変化
•陸域、淡水及び海洋の生物種
•作物への影響
•人間の健康への影響
•貧困と地球温暖化
•極端現象
•暴力的紛争

「パリ協定」採択（2015年12月）

■地球温暖化対策の世界的な枠組み
・平均気温の上昇を2℃十分に下回るレベルに維持することを協定
の目的とし、1.5℃への抑制を努力目標。

・２℃未満目標達成のため、21世紀後半には人為的な排出量と吸
収量をバランスさせる（温室効果ガス排出の実質ゼロ＝脱炭素社
会の構築）を目指す

・各国は、削減目標、長期の戦略、適応計画の策定などが求めら
れる。（2020年からパリ協定本格運用開始）

・削減目標を5年ごとに提出・更新すること。更新の際には、削減
目標をさらに前進させること。

気候変動から「気候危機」へ
「気候危機」と言える状況（2020年環境白書）
人類や全ての生き物にとっての生存基盤を揺るがす「気候危機」と言える状況

気候変動問題は、私たち一人一人、この星に生きる全ての生き物にとって避けるこ

とのできない、緊喫の課題

「ティッピイングポイント」が差し迫っている
人間による影響が近年の温暖化の支配的な要因であった可能性が極めて高

い

地球の気候に不可逆的な変化を起こす「臨界点」（ティッピングポイント）

が差し

迫っている。1℃～2℃の上昇でティッピングポイントを超える可能性がある。

■「気候変動」はもはや「気候危機」であり「気候非常
事態」
（2019年9月23日気候行動サミットでグテーレス事務総長発言）

2020年の異常気象
■令和2年7月豪雨

１～72時間の降水量が観測史上１位の値を更新 九州・岐阜県・長野県等
総降水量に対する線状降水帯による降水量の割合（寄与率）が高く 70％を

超

猛暑
8月17日（月）浜松市で41.1℃、日本歴代最高記録に並ぶ気温を記録
8月の東日本の平均気温は平年を2.1℃上回り、1946年の統計開始以来の
最高記録を更新。西日本の平均気温は、平年を1.7℃上回り、2010年と並ぶ
9月3日(木）新潟県三条市で40.0℃を記録。9月で観測史上最高。
岡山県高梁市猛暑日連続23日（統計史上最長）

暖冬
3月の平均気温は1898年統計開始以降最高を記録
12月～2月 気象台等153地点のうち、111地点で高温の記録を更新
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2020年の世界の異常気象（～11月）

①高温 中央シベリア 1月の平均気温 が平年差＋14.2℃ ③令和2年豪雨 死者84名
④大雨（中国） 死者・行方不明者270名 ⑦大雨（東アジア） 死者2700人以上（６～10月）
⑲カリフォルニアの森林火災 州最大の焼失面積

2019年の自然災害による経済損失

異常気象と温暖化
異常気象に温暖化が影響を与えている
• 2020年、1～6月のシベリアの熱波

1～6月の平均気温は1981～2010年の平均に比べて5度以上高かった。
人為的な気温上昇がなければ8万年に1回未満の頻度でしか起こらない現象
温暖化がなければ、ほぼ起こりえなかったという結果

• 令和2年7月豪雨（2020年）
一連の大雨では、地球温暖化の進行に伴う長期的な大気中の水蒸気の増加により、
降水量が増加した可能性があります。（気象庁2020年8月8日）

• 2019年台風19号
雨の総量は、温暖化の影響により１３．６％増加
（気象庁気象研究所2020年12月25日）

• 2017年九州豪雨・2018年西日本豪雨
温暖化の影響により、発生確率がそれぞれ工業化前より１.５倍、3.3倍に高まった
（気象庁気象研究所等2020年10月20日）

このまま温暖化が進むと
■今のペースで温室効果ガスを排出を続けると、早け
れば2030年頃に1.5℃に到達（IPCC「１．５℃特別報告書）
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このまま温暖化が進むと
■今のペースで温室効果ガスを排出を続けると、21世

紀末には2.6℃～4.8℃上昇
対策をしっかりとれば、0.3℃～1.7℃上昇に抑制

気温上昇1.5℃と2.0℃の差

世界は、2℃目標から1.5℃目標達成へ

気候変動を1.5℃に抑えるためには、2030年までに
CO２排出量を約45％削減する必要がある

気候変動を1.5℃に抑えるためには、CO2排出量は
2050年ころまでにほぼ「実質ゼロ」にする必要がある。

2030年までの10年間の取り組みが決定的に重要

脱炭素社会に向けて（1）
2050年二酸化炭素排出実質ゼロ

COP２５（2019年） 120か国が2050年実質排出ゼロを表明
日本 国会、204自治体（28都道府県、１７６市区町村）(２０２０年）

気候非常事態宣言
国や都市、地方政府などの行政機関が、気候変動への危機について非常

事態宣言を行うことによって、気候変動へ政策立案、計画、キャンペーンな

どの対応を優先的にとるもの。2016年12月テビアン市（豪）が世界初
気候非常事態宣言を表明している地域 ３３か国の1,865の地域

日本
は政府と４６の自治体

■気候野心同盟（Climate Ambition Alliance）
2050年までにCO2排出実質ゼロ（＝1.5℃目標）を達成することを約束
都市４５４、地域23、企業１，３９２、組織569、投資家74、国121

6
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脱炭素社会に向けて（2）
再生可能エネルギーの導入

・RE100
企業の自然エネルギー100％を推進するイニシアティブ。
自然エネルギー100％の宣言を可視化するとともに、自然エネの普及・促進を
求める。世界の大企業280社が参加。 日本企業46社

・電源構成（2019年） 再エネ比率 世界２６％ 日本２０％

資源エネルギー庁資料より（2020年9月）
太陽光発電の累積導入量（自然エネルギー白書より）

脱炭素社会に向けて（3）
脱石炭火力 パリ協定の目標達成のためには2030年までに廃止

イギリス 2025年までに石炭火力発電を廃止
フランス 2022年までに石炭火力発電を廃止
ドイツ 2038年までに石炭火力を廃止予定
カナダ 2030年までに従来型火力発電を段階的に廃止

ダイベストメント
CO２削減に逆行する化石燃料、特に石炭
関連事業に投資している金融資産を引き
揚げる。
機関投資家が持ち株を売却。
銀行の新規融資の停止

2017年～2019年３月に石炭関連企業
に融資している銀行の上位3位を日本の
銀行が占める
日本の３メガ－2040年石炭火力発電所向けの
融資残高ゼロ目標

脱炭素社会に向けて（4）
ガソリン・ディーゼル車の販売禁止

イギリス 2030年までにガソリン車とディーゼル車の新車販売禁止
中国 2035年までにガソリン車の販売禁止
インド 2030年までにガソリン車とディーゼル車の新車販売禁止
日本 2035年までにガソリン車の販売禁止

2030年までの温室効果ガス排出削減目標
イギリス 温室効果ガス排出量68％削減（1990年比）
EU 温室効果ガス排出量55％削減（1990年比）
ロシア 温室効果ガス排出量30％削減（1990年比）
デンマーク 温室効果ガス排出量70％削減（1990年比）

アメリカ パリ協定への復帰
日本 温室効果ガス排出量２６％削減（2013年度比）

脱炭素社会に向けて（5）
■グリーンリカバリー（持続可能な経済復興）

2020年のCO2排出量は前年比8％減の見通し。
リーマンショック時の約6倍で過去最大。
CO２濃度の増加のトレンドは変わらない

経済活動の再開で再び増加に転じる可能性大

感染症によってダメージをうけた経済と社会を環境に配慮した脱炭素で、
災害にも強いレジリエント（強靱）な社会・経済に、そして生態系と生物多
様性を保全する方向に、グリーンに復興していこうというもの
脱炭素社会の実現には大きな社会システムの転換が必要。その契機に

欧州グリーンニューディール（2019年12月）
2050年排出実質ゼロの長期ビジョンを法定化。2030年５５％削減
航空部門のグリーンリカバリー
フランス 2時間半未満で鉄道による代替手段がある地点間のフライト削減
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脱炭素社会に向けて 若者の動き

■温暖化問題を危惧する若者が「今」行動している
「具体的で、意欲的な気候対策を策定してほし
い」と訴え、世界中で 「グローバル気候
マーチ」が開催されている
活動の中心に立つのは、Fridays For Futureに参加
する若者たち
2019年9月には、全世界で7６0万人が行動を起
こした。多くの若者が「迫る危機を認知して」
と訴えている。

環境活動家グレタ・トゥーンベリさん
の活動が世界に広がる
世界を相手に、温暖化問題について発信を続けている
グレタさんの発言や行動は多くの人の心を動かしている。

脱炭素社会に向けて 日本の動き（１）

■「パリ協定に基づく成長戦略

としての長期戦略」
2019年6月策定 国連へ提出
最終到達点として「脱炭素社会」を掲げ、
それを野心的に今世紀後半のできるだけ
早期に実現していくことを目指す。それに
向けて、 2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削減

■第5次エネルギー基本計画
(2018年7月閣議決定）
排出削減目標2030年26％削減
エネルギーミックス
石炭２６％、LNG２７％、石油３％
原子力２２～２０％、再エネ２２～２４％

脱炭素社会に向けて 日本の動き（２）

■2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
20２０年12月策定
再エネは最大限導入。洋上風力産業と蓄電池産業を成長戦略として育成。

火力についてはCO２回収を前提とした利用を選択肢として最大限追及。
水素発電は選択肢として最大限追及。

原子力は可能な限り依存度を低減しつつも、安全性向上を図り、最大限活用。

省エネ関連産業を成長分野として育成

2050年電源構成 再エネ50～60％、水素・アンモニア発電１０％
原子力・火力（CO２回収）発電３０～40％

■2050年温室効果ガス排出実質ゼロ表明（2010年10月26日）

■石炭火力発電（2020年７月）
2030年までに発電所を100基削減→発電の規模は2割程度の削減
石炭火力発電の輸出条件を厳格化

脱炭素社会の実現のために

■その実現のために

・第6次エネルギー基本計画（2021年）で以下を実現
2030年削減目標の引き上げ
2030年エネルギーミックスの改定 脱石炭火力、脱原発、再エネの拡大

・グリーンリカバリー

エネルギー消費を減らす省エネ

温室効果ガスの排出の少ない自然エネルギーへの
エネルギー転換
石炭火力発電の廃止
原子力発電の廃止
自然エネルギーの地産地消
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